











































































































































F0 固定費型：基本 ２００ １５０ ５０ ０．２５ ０．７５ ２００ ０








(F1) の２００からケース (F3) の１８６に低下する。このように，黒字企業で
固定費の変動費化を図ると，損益分岐点を引き下げることができる。
図表５ 黒字企業における固定費の変動費化










４００ １３０ １２０ ０．３０ ０．７０ １８６ １５０
図表４ 売上増減と利益の関係






F1 固定費型：売上増 ４００ １５０ １００ ０．２５ ０．７５ ２００ １５０
V1 変動費型：売上増 ４００ ５０ ３００ ０．７５ ０．２５ ２００ ５０
F2 固定費型：売上減 １００ １５０ ２５ ０．２５ ０．７５ ２００ △７５







る。ケース (F2) の固定費を２０削減し，変動費を２０増加させたケース (F4)
を見ると，利益は△７５でありケース (F2) と変わらない。他方，損益分岐





































１００ １３０ ４５ ０．４５ ０．５５ ２３６ △７５
図表７ 赤字企業における固定費の変動費化（損益分岐点維持）










１００ １３０ ３５ ０．３５ ０．６５ ２００ △６５
増減 △２０ １０ ５０％
図表８ 赤字企業における固定費の変動費化（損益分岐点維持，変動費型）










１００ ３０ ８５ ０．８５ ０．１５ ２００ △１５



































































（１０）式は，固定費 (F) を ∆f 引き下げたとき，損益分岐点売上高 (BEP)
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